
第１３４号議案

令 和 ６ 年 度

新城市国民健康保険事業特別会計

補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ）



国民健康保険特別会計

１

よ



－ 1 －

令和６年度新城市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

令和６年度新城市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定める

ところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，０２２千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ４，６３０，５１６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和６年１２月５日提出

新城市長 下 江 洋 行



3 778 3 781

1 財産運用収入 777 3 780

4 450,345 6,019 456,364

1 他会計繰入金 302,048 4,419 306,467

2 基金繰入金 148,297 1,600 149,897

4,624,494 6,022 4,630,516

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

財産収入

繰入金

歳　　入　　合　　計

款 項 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

- 2 -



1 91,851 2,419 94,270

1 総務管理費 79,769 2,385 82,154

3 運営協議会費 499 34 533

2 3,161,526 3,600 3,165,126

4 出産育児諸費 4,000 3,000 7,000

5 葬祭諸費 3,000 600 3,600

5 777 3 780

1 基金積立金 777 3 780

4,624,494 6,022 4,630,516

歳　　出

総務費

保険給付費

基金積立金

歳　　出　　合　　計

款 項 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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１　総　　括

（歳　　入）

3 財産収入 778 3 781

4 繰入金 450,345 6,019 456,364

4,624,494 6,022 4,630,516

歳入歳出補正予算事項別明細書

歳　　入　　合　　計

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

1 総務費 91,851 2,419 94,270

2 保険給付費 3,161,526 3,600 3,165,126

5 基金積立金 777 3 780

4,624,494 6,022 4,630,516歳　　出　　合　　計

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2,419

3,600

3 0

0 0 3 6,019

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円
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国民健康保険事業特別会計

   - 8 -

計 148,297 1,600 149,897

1 基金繰入金 148,297 1,600 149,897

　４款　繰入金 6,019千円

　２項　基金繰入金 1,600千円

計 302,048 4,419 306,467

1 一般会計繰入金 302,048 4,419 306,467

　４款　繰入金 6,019千円

　１項　他会計繰入金 4,419千円

計 777 3 780

 千円  千円  千円

1 利子及び配当金 777 3 780

目 補正前の額 補　正　額 計

２　　歳    入

　３款　財産収入 3千円

　１項　財産運用収入 3千円



国民健康保険事業特別会計
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金

事業基金繰入

1,600 国民健康保険事業基金繰入金 1,6001 国民健康保険

金等繰入金

6 出産育児一時 2,000 出産育児一時金等繰入金 2,000

繰入金

2,419 職員給与費等繰入金 2,4194 職員給与費等

金

1 利子及び配当 3 国民健康保険事業基金利子 3

 千円  千円

節
説　　　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額
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0 3,000計 4,000 3,000 7,000 0 0

時金

3,0001 出産育児一 4,000 3,000 7,000

　２款　保険給付費 3,600千円

　４項　出産育児諸費 3,000千円

0 34計 499 34 533 0 0

費

341 運営協議会 499 34 533

　１款　総務費 2,419千円

　３項　運営協議会費 34千円

0 2,385計 79,769 2,385 82,154 0 0

2,3851 一般管理費 79,404 2,385 81,789

 千円  千円

国県支出金 地方債 その他

 千円  千円  千円  千円  千円

目 補正前の額 補正額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源

３　　歳    出

　１款　総務費 2,419千円

　１項　総務管理費 2,385千円
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　　　・負担金 3,000

　001 出産育児一時金支給事業 3,000び交付金

429 出産育児一時金支給事業 3,00018 負担金補助及 3,000

　　　・費用弁償 34

　001 運営協議会運営事業 34

417 運営協議会運営事業 348 旅費 34

　　　・地方公務員災害補償基金 2

　　　・地方公務員共済組合負担金 647

　　　・児童手当 △90

　　　・勤勉手当 188

　　　・期末手当 378

　　　・時間外勤務手当 40

　　　・通勤手当 163

　　　・住居手当 △335

649 　　　・扶養手当 2224 共済費

　　　・一般職給 1,170
3 職員手当等 566

　003 職員分 2,385

001 人件費 2,3852 給料 1,170

 千円 千円

区　　分 金　　額

節

説　　　　　　　　　　　　明
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国民健康保険事業特別会計

3 0計 777 3 780 0 0

3積立金

財産収入険事業基金

31 国民健康保 777 3 780

　５款　基金積立金 3千円

　１項　基金積立金 3千円

0 600計 3,000 600 3,600 0 0

6001 葬祭費 3,000 600 3,600

 千円 千円  千円  千円  千円  千円  千円

特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

　２款　保険給付費 3,600千円

　５項　葬祭諸費 600千円

目 補正前の額 補正額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
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国民健康保険事業特別会計

　　　・積立金 3

　001 国民健康保険事業基金積立事業 3

448 国民健康保険事業基金積立事業 324 積立金 3

　　　・負担金 600

　001 葬祭費支給事業 600び交付金

430 葬祭費支給事業 60018 負担金補助及 600

 千円 千円

節

説　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額



　　一  般  職

　(１)総    括

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 3)

9 3,930 32,443 18,555 54,928 11,014 65,942

( 3)

9 3,930 31,273 17,989 53,192 10,365 63,557

( 0)

0 0 1,170 566 1,736 649 2,385

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,101 420 259 544 0 2,222

1,101 198 594 381 0 2,182

0 222 △ 335 163 0 40

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

7,517 6,162 0 0 0 0

7,139 5,974 0 0 0 0

378 188 0 0 0 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 330 18,555

0 0 0 0 420 17,989

0 0 0 0 △ 90 566

給 与 費 明 細 書

給 与 費

補 正 後

補 正 前

比 較

補 正 後

補 正 前

比 較

補 正 後

補 正 前

比 較
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区 分 備 考職 員 数 報 酬 給 料 職員手当等 計 共 済 費 合 計

補 正 後

補 正 前

比 較

区 分

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

区 分

期 末
手 当

勤 勉
手 当

地 域
手 当

宿 日 直
手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

区 分

退 職
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

単 身 赴 任
手 当

在宅勤務等
手 当

児 童
手 当

計

職

員

手

当

等

の

内

訳



ア　会計年度任用職員以外の職員

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 0)

9 0 32,443 17,765 50,208 10,476 60,684

( 0)

9 0 31,273 17,199 48,472 9,827 58,299

( 0)

0 0 1,170 566 1,736 649 2,385

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,101 420 259 544 0 2,222

1,101 198 594 381 0 2,182

0 222 △ 335 163 0 40

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

7,087 5,802 0 0 0 0

6,709 5,614 0 0 0 0

378 188 0 0 0 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 330 17,765

0 0 0 0 420 17,199

0 0 0 0 △ 90 566

給 与 費

補 正 後

補 正 前

比 較

補 正 後

補 正 前

比 較

補 正 後

補 正 前

比 較
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区 分 備 考職 員 数 報 酬 給 料 職員手当等 計 共 済 費 合 計

補 正 後

補 正 前

比 較

区 分

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

区 分

期 末
手 当

勤 勉
手 当

地 域
手 当

宿 日 直
手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

区 分

退 職
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

単 身 赴 任
手 当

在宅勤務等
手 当

児 童
手 当

計

職

員

手

当

等

の

内

訳



イ　会計年度任用職員

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 3)

0 3,930 0 790 4,720 538 5,258

( 3)

0 3,930 0 790 4,720 538 5,258

( 0)

0 0 0 0 0 0 0

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

430 360 0 0 0 0

430 360 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 0 790

0 0 0 0 0 790

0 0 0 0 0 0

給 与 費

補 正 後

補 正 前

比 較

補 正 後

補 正 前

比 較

補 正 後

補 正 前

比 較
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区 分 備 考職 員 数 報 酬 給 料 職員手当等 計 共 済 費 合 計

補 正 後

補 正 前

比 較

区 分

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

区 分

期 末
手 当

勤 勉
手 当

地 域
手 当

宿 日 直
手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

区 分

退 職
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

単 身 赴 任
手 当

在宅勤務等
手 当

児 童
手 当

計

職

員

手

当

等

の

内

訳



　(２)給料及び職員手当等の増減額の明細

1,170

＊会計年度任用職員を除く。

　(３)給料及び職員手当等の状況

ア  職員１人当たり給与

＊短時間勤務職員を除く。

イ　初任給

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
(千円) (千円)

1,170千円

566千円

平均給料月額(円) 302,400

平均給与月額(円) 318,972

平 均 年 齢 (歳) 39.84

平均給料月額(円) 270,688 349,000

平均給与月額(円) 292,411 371,240

平 均 年 齢 (歳) 38.65 43.91

国 の 制 度

一 般 行 政 職 ( 円 )

高 校 卒 166,600 166,600

短 大 卒 179,100 179,100

大 学 卒 196,200 196,200
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区 分 説 明 備 考

その他の増
減分

職員の異動等に伴う
増減分

異動･その他

その他の増
減分

566 職員の異動等に伴う
増減分

異動･その他

区 分 一 般 行 政 職 医 療 職

令和6年10月1日 現在

令和5年10月1日 現在

区 分 一 般 行 政 職 ( 円 )

給 料 1,170

職 員
手当等

566



ウ　級別職員数

＊(　)は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

＊構成比は小数点以下第２位を四捨五入してあるので、その合計が100％にならない場合がある。

一 般 行 政 職 医 療 職

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比

(人) (％) (人) (％)

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 11.1 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 11.1 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

2 22.2 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 11.1 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

3 33.3 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 11.1 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

9 100.0 0 0.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 12.5 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 12.5 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

0 0.0 1 100.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 12.5 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

4 50.0 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

1 12.5 0 0.0 

( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0.0)

8 100.0 1 100.0 
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区 分 級

行 政 職 給 料 表 ( 一 ) 医 療 職 給 料 表 ( 三 )

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

令 和 6 年 10 月 1 日 現 在

令 和 5 年 10 月 1 日 現 在



　(級別の基準となる職務)

7 級

1 級

エ　その他の手当

同 じ

同 じ

同 じ

部長、理事、事務局長、消防長の職務

定型的な業務を行う職務 准看護師の職務

扶 養 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当
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区 分 行 政 職 給 料 表 ( 一 ) 医 療 職 給 料 表 ( 三 )

6 級

副部長、次長、総合支所長、会計管理者、自
治振興事務所長、消防次長、消防署長、課
長、室長、所長、参事、事務長、副署長、指
揮司令長、救急司令長、指導保育士、指導教
諭、園長の職務

運営部長、センター次長、助産所長、副部
長、課長、室長、センター長、参事の職務

5 級

副課長、副室長、副所長、副参事、副事務
長、分署長、出張所長、予防司令、指揮司
令、消防司令、救助司令、救急司令、副園長
の職務

1　運営副部長、運営課長、所長、運営参
事、副助産所長、副課長（保健師長）、副参
事（保健師長）の職務
2　困難な業務を行う運営副課長、副所長、
助産師長、看護師長の職務

4 級 係長、主査、主査保育士、主査教諭の職務

1　運営副課長、副所長、助産師長、看護師
長の職務
2　特に高度の知識又は経験を必要とする保
健師、助産師、看護師の職務
3　係長（主任保健師）、主査（主任保健
師）、主任看護師の職務

3 級 主任、主任保育士、主任教諭の職務

1　高度の知識又は経験を必要とする保健
師、助産師、看護師の職務
2　特に高度の知識又は経験を必要とする准
看護師の職務

2 級
特に高度の知識又は経験を必要とする業務を
行う職務

1　保健師、助産師、看護師の職務
2　高度の知識又は経験を必要とする准看護
師の職務

区 分
国 の 制 度
と の 異 同

差 異 の 内 容

住 居 手 当 異 な る

【 国 】家賃額12千円以下：    0円
          〃  12～23千円： 家賃額-12千円
          〃  23～55千円：(家賃額-23千円)/2+11千円
          〃  55千円超  ： 27千円
【本市】家賃額27千円以下：    0円
          〃  27～81千円：(家賃額-27千円)/2
          〃  81千円超  ： 27千円


